






















































































































た川。このような震度評価の経験を

生かして、これら明治の地震に対し

でも、被害調査結果や新聞に掲載さ

れた被害の記事を収集して、それら

をもとに震度を決め直す作業にとり

かかった。その結果、 2 つの地震と

も、弱震(IlI)については被害があ

まり出ないので判断が付かないが、

強震 (v) の範囲が異様に広くなっ

ていることを確かめることができた。

先に明治 30 (1 897) 年頃を境に弱

震と強震にそれぞれ(弱キ方)がで

きて震度階が 4 段階から 7 段階に細

分化されたと指摘し、第一の転換期

と位置づけたが、それ以後の経過を

見ると、強震(弱キ方)は 1936 年以

後中震で震度 W に、強震はそのまま

強震で震度 V になる。また同様に弱

震(弱キ方)は、軽震で震度 II、弱

震はそのまま震度 III となる。ふつう

は、震源から次第に外側に行くほど

図 8 岡田武松が救った「震災いちょう J。建物のある場所が旧文部省跡

震度が小さくなるために、震度階の

ランクが下位のデータ数は、上位のデータ数に比べて多くな

る。ところが、この頃の地震の震度データを見ると、強震つ

まり震度 V に比べて強震(弱キ方)つまり震度 IV が少なく、

また弱震(震度Ill)に比べて弱震(弱キ方) (震度Il)が少

ないのである。つまり、中央気象台が出した震度の定義の細

分化の方針が、十分に地方の観測所に伝わらなかった。結果

として(弱キ方)の区部が有効に働かず、今日流にいう震度

4 (強震(弱キ方))の多くが 5 (強震)に、震度 2 (弱震(弱

キ方))の多くが 3 (弱震)に評価されているようなのである。

なぜこのような中央気象台の指示の不徹底が起こったの

か。それは、もともと各地の測候所が中央気象台を中心に設

立されたわけではなく、むしろ明治 20 (1887) 年の中央気象

台設立時には、当時 51 ヶ所あった測候所の全てが地方費で

経営するという仕組みになっていたことを考慮すれば、ある

程度納得できるのではないだろうか。

以上のような我々の指摘を受けて、気象庁では平成 19

(2007) 年に測候所が発表した震度についていつ頃までこの

ような傾向があったかを系統的に調べ、結果を公表している。

それによれば時代と共に傾向は薄れてゆくが、 1920 年代半ば

つまり大正時代の終わり頃まで影響が残っていたと結論付

けられている。

2000 年に入った頃からやはり同僚の神田克久君と震度イ

ンパージョン法を開発し、過去の海溝型地震を中心に適用を

試みていた 18) 。この方法はいわば建物を援す震源のありか

と規模を評価する方法である。

被害記録から決め直した震度分布から、震度インパージョ
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ン法を用いて明治の 2 つの地震の M を評価すると、明治 33

(1 900) 年の宮城県北部地震は M=6.5 に、明治 38 (1905) 

年の芸予地震は M=6.7 となった 14}19L いずれも近年発生した

地震と同様の規模であることがわかる。さらに、同じように

大正 3 (1914) 年の秋田県仙北地震の M も再評価すると、結

果は M=6.5 となった 20)21)。話の発端となった M が 7 以上な

のに地表地震断層の痕跡がまったく報告されずに疑問視さ

れていた地震の規模は、地表地震断層が現れなくとも不思議

ではない規模であったということが話の顛末である。字津カ

タログと雄も万能ではない。

余談になるが宇津徳治先生は気象庁 OB である。またほぽ

同じ年代の OB には宇佐美龍夫先生がおられる。両先生の地

道な研究への姿勢は私の目標とするところであるが、両先生

の根気強さは、私など到底足下にも及ばない。

1 2. 最後に

冒頭、私の研究の特徴を挙げたが、 2 番目に挙げたマグ.ニ

チュードや震度へのこだわりは、私の研究の原点が気象庁に

あるからということで理解いただけると思う。気象庁は、前

身である中央気象台が創設された明治 23(1890)年から数えて

100 年以上の歴史がある。その聞に、関東大震災、第二次世

界大戦による戦災と 2 度の大災があり、その中を、岡田武松、

藤原咲平などのすぐれた台長のもとに、多くの職員の熱意と

努力によって現在の礎が築かれてきた。

中でも岡田武松の考え方は、私にとって人生の指針となっ

ている。岡田は関東大震災の直前に中央気象台長になり、昭
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